
 

事業事前評価表 
 
 

１．対象事業名 
国名：ベトナム社会主義共和国 
案件名： 地方部インターネット利用拡充事業 
L/A調印日：2007年 3月 30日 
承諾金額：3,602百万円 
借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic of Vietnam） 
２．本行が支援することの必要性・妥当性 
 近年、情報通信（ICT）インフラは、経済社会活動に欠かせない基盤として重要性が益々高く
なっており、ベトナム政府の推計によれば、2010年のインターネット利用率は 8～12％（内、3
割がブロードバンド・インターネット）に達するとされている。 
 他方、同インフラの整備状況の違いにより、地域間、特に都市部と農村部の間に著しい情報格

差（デジタル・ディバイド）が生じることとなり、これが都市部と農村部の経済的・社会的格差

を更に拡大する要因にもなっている。地方部のコミューン（注：省、郡に続く末端の地方行政単

位をいう。）では、行政職員でさえ、疫病の予防・治療方法や農業技術・市況等に係る最新且つ広

範な必要情報へのアクセスが容易でない状況である。 
 ベトナムの ICT事業は、近年市場開放が進み、今後も携帯電話やインターネットサービス等の
ICT市場に自由競争が導入される見込みである。一方、それに伴い採算性の高い都市部とそうで
ない農村部の間の情報アクセスの格差が益々拡大することが懸念されている。 
 このような状況に対し、ベトナム政府は、社会経済開発 5ヶ年計画や 2006年策定の情報通信
マスタープランにおいて、2010年までに、地方部におけるブロードバンド・インターネットへの
アクセス改善を含め、ICT サービスのレベルを近隣諸国（ASEAN+3）と同等の水準に引き上げ
ること等を目標として掲げ、地方部を中心にしたブロードバンド・インターネット通信に必要な

資機材の供与、電子政府構築のためのコンテンツ及びアプリケーションの開発、人材育成等を内

容とする事業の実施を計画している。 
 本行の海外経済協力業務実施方針においては、「地域間格差是正・貧困削減・生活改善」を支援

の軸とし、横断的課題である「経済インフラ整備」及び「人材育成」を重点分野としている。本

事業は、インフラ整備や人材育成等を通じて地方部における情報アクセスの向上及び公共サービ

スの効率化を図ることにより、地域間格差の是正や地方部の貧困削減・生活改善に資することを

目的としている。 
以上から、本行が支援することの必要性、妥当性は高い。 
３．事業の目的等 
 本事業は、ベトナムの貧困省の一つであるホアビン省において、ブロードバンド・インターネ

ット通信に必要な資機材の供与、中央・地方政府レベルにおける電子政府構築のためのコンテン

ツ及びアプリケーションの開発、人材育成等を行うことにより、農村部における情報アクセスの

向上及び公共サービスの効率化を図り、もって同国の経済・社会発展、貧困削減、行政機能の向

上に寄与するものである。 
４．事業の内容 
(1) 対象地域名 
ホアビン省 

(2) 事業概要 
① ブロードバンド・インターネット通信サービス提供のためのインフラ整備（有線・無線通

信設備、サーバー等）（ホアビン省の 195コミューンを対象。） 



 

② 公共インターネット・アクセス・ポイント用機材 
③ コンテンツ及びアプリケーションの開発および所要資機材の供給（保健省（Ministry of 

Health、以下「MOH」という。）、農業地方開発省（Ministry of Agriculture and Rural 
Development、以下「MARD」という。）、郵便通信省（Ministry of Posts and Telematics、
以下「MPT」という。）の計 3省を対象。 

④ MPT、MOH、MARD、ホアビン省内政府職員及びコミューン住民向けのインターネット
の利用・活用、及び維持管理体制の強化にかかる人材育成 

⑤ コンサルティング・サービス：入札準備・評価補助、施工管理、ベースライン調査、モニ

タリング・評価 
(3) 総事業費 

4,398百万円（うち、円借款対象額：3,602百万円) 
(4) スケジュール 

2007年 4月～2012年 3月を予定（計 60ヶ月）。コンサルティング・サービス終了時をもっ
て事業完成とする。 

(5) 実施体制 
① 借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic of 

Vietnam） 
② 実施機関：MPT、MOH、MARD 
③ 操業・運営／維持・管理体制：ブロードバンド・アクセス・ネットワークのメンテナンス

については整備を行う通信事業者が責任を負う。コンテンツ・アプリケーションの保守業

務は、MOH、MARD、MPT の各実施機関傘下の担当機関及びホアビン省人民委員会の
Department of Posts and Telematics（MPTの出先機関）が実施する。各コミューンの
公共インターネット・アクセス・ポイントの運営・維持管理業務は、通信事業者が実施す

るが、公共インターネット・アクセス・ポイントを 2箇所以上設置する場合、設置場所に
よっては、各コミューンがホアビン省から必要な予算を受けて運営・維持管理を行う。人

材育成コンポーネントで開発されたトレーニング・プログラムの運営管理については、中

央レベルはMPT傘下の事業実施担当機関が、省レベルはホアビン省の職業訓練学校が責
任を負う。 

(6) 環境・社会面の配慮 
   ①環境に対する影響／用地取得・住民移転 

(a) カテゴリ分類：B 
(b) カテゴリ分類の根拠：本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」
（2002 年 4 月制定）上、セクター特性、事業特性および地域特性に鑑みて、環境への
望ましくない影響が重大でないと判断されるため、カテゴリB に該当する。 

(c) 環境許認可  
本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は、同国国内法上作成が義務付けられていない。 

 （d）汚染対策 
本事業は既存設備を利用したインフラ整備であり、本事業による特段の負の影響は想定さ

れない。工事中の影響として騒音、振動等が一部予見されるが、適切な対策が実施機関及

び建設業者によって講じられる。 
(e) 自然環境面 
事業対象地域は一部国立公園等の保護対象地域を含むが、工事の性質上、既存送配電線等

と併設が可能なため、特段の負の影響は予見されない。 
 （f）社会環境面 

本事業は、既存敷地や実施機関所有地等内での事業実施であり、用地取得および住民移転



 

を伴わない。 
 （g）その他・モニタリング 

本事業では、MPTが工事中の騒音･振動等について、また、工事終了時の周辺景観の変化
についてモニタリングする。 

   ② 貧困削減促進 
本事業は、ベトナム全国平均より貧困層の比率が高いホアビン省を対象地とし、都市部を

除いた農村部のコミューンにおいて情報アクセスの向上し、公共サービスの効率化を図る

ものであり、貧困対策案件に該当する。 
   ③ 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等） 

本事業では、MOH及びMARDによるコンテンツ・アプリケーション開発及び双方向の
コミュニケーションを通じて、地方部住民向けに保健・衛生情報や営農に役立つ情報が提

供されるとともに、感染症罹患状況等を迅速に把握し、より早期の対策実施を可能にする

ものである。 
 (7)その他の特記事項 

特になし 

５．成果の目標 
評価指標（運用・効果指標） 

項目 基準値 
（2006年） 

目標値 
（2012年〔事業完成時〕） 

ホアビン省におけるインターネット利

用率（インターネット利用者数／人口）

（％） 

N.A.（注1） 10％ 

ホアビン省におけるブロードバンド・イ

ンターネットへ接続している政府関係

機関の割合（％） 

0％ 50％ 

ホアビン省におけるブロードバンド・イ

ンターネットへ接続している民間企業

の割合（％） 
0％ 10％ 

IFCトップポータル（注2）へのリンク済み

の中央省庁・省政府の数（機関） 0 15 
（5省庁及び 10省政府） 

ウェブ開発者一人当たり、一日平均で更

新したコンテンツの量（頁／ウェブ開発

者／日） 
N.A. 

10 頁／ウェブ開発者／
日 

ホアビン省における公共インターネッ

ト・アクセス・ポイントにおける障害発

生率（年間）（％） 
N.A. 3% 

本事業で整備されたポータルサイトへ

の 1日平均アクセス数（件／日／ポータ
ルサイト） 

N.A. 
2,000件／日／ポータル

サイト 

（注1）ベースライン調査実施時に確認予定。 
（注2）MPTが整備する Internet for Community(IFC)ポータルサイト。 
６．外部要因リスク 
技術革新によるネットワーク構成の変化 
 



 

７．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
既往の通信関連円借款案件においては、情報システム全体を「システム」として把握すること

が重要であるとの教訓を得ている。このような教訓を踏まえ、本事業では、広く情報を融通可能

なブロードバンド・インターネット関連インフラを整備することとし、コンテンツ・アプリケー

ションと人材育成についても同時に支援することでシステム全体が円滑に機能するよう配慮して

いる。 
８．今後の評価計画 
(1)今後の評価に用いる指標 
① ホアビン省におけるインターネット利用率（インターネット利用者数／人口）（％） 

② ホアビン省におけるブロードバンド・インターネットへ接続している政府関係機関の割合

（％） 

③ ホアビン省におけるブロードバンド・インターネットへ接続している民間企業の割合（％）

④ IFCトップポータルへのリンク済みの中央省庁・省政府の数（機関） 
⑤ ウェブ開発者一人当たりの一日平均で更新したコンテンツの量（頁／ウェブ開発者／日）

⑥ ホアビン省における公共インターネット・アクセス・ポイントにおける障害発生率（年間）

（％） 

⑦ 本事業で整備されたポータルサイトへの 1日平均アクセス数（件／日／ポータルサイト）
(2)今後の評価のタイミング 
 事業完成後 

 


